
 

 

一般社団法人自然資源保全協会 

令和２年度事業報告書 

 

 

自然資源保全協会（ＧＧＴ）は、設立以来、環境及び自然資源の保全とその持

続可能な利用を推進するという協会の目的を達成するため、さまざまな活動を

実施してきた。特に、一般への普及活動、各種実態調査、内外を問わず志を同じ

くするＮＧＯとの連携活動は重要な事業であると位置づけて積極的に取り組ん

でいるところである。 

 

Ⅰ．組織状況（会員） 

 

種 別 令和元年度末 増 減 令和２年度末 

正
会
員 

法人 ４０ ４０ 

個人 ８２ ２ ▲３ ８１ 

小計 １２２ ２ ▲３ １２１ 

賛
助
会
員 

特別 １ １ 

法人 ４ ▲１ ３ 

個人 ２０７ １５ ▲４１ １８１ 

小計 ２１２ １５ ▲４２ １８５ 

合 計 ３３４ １７ ▲４５ ３０６ 

 

 

Ⅱ．広報普及活動 

（１）講演会会議・イベント等の開催および参加 

① 令和２年 11 月 11 日、12 日に高知県において、宝石サンゴの漁業関係者

や研究者と国際情勢の現状について意見交換を行った。 

② 定期的に開催された国際対策委員会、持続的海洋水産資源利用体制確立事

業検討会等に参加し、ＧＧＴが収集した国際動向について情報発信に努めた。 

（２）会報等の発行 

会報としてのニュースレターを８月 19 日及び２月 25 日に発行した。 

（３）パンフレット、資料等の作成配布 

当協会主催の講演会あるいは関連シンポジウム等の場を利用して、これまで

に作成した資料やパンフレット・ポスター等を配布した。本年度は、宝石サン

ゴの増殖事業等に関するパンフレット（英文、仏文、西文、和文）の作成につ

いて、NPO 法人宝石珊瑚保護育成協議会を支援した。 



 

 

これまでに発行したニュースレターやパンフレット等の印刷物は、当協会の

ウェッブサイト（http//www.ggt.or.jp）上で公開し、会員をはじめ広く利用

できるようにしている。 

 

Ⅲ．資源情報調査活動 

（１）情報の収集 

日常的に海外の環境団体等の情報を収集し、関係者に提供した。 

特に、水産庁補助事業において、海外コンサルタント３者とコンサルタント

契約を締結し、また、別途会員団体が契約するコンサルタント等からも、海外

漁場に関係する国や国際機関の漁業情報をはじめ、海外の環境保護団体の動向

やＩＵＵ漁業のへの対応、漁業補助金の議論等の情報収集に努め、日々関係先

に提供した。収集した情報は１年間で６３８件以上にのぼった。 

（２）調査事業等の実施 

① 水産庁からの委託事業として、平成３０年度からの５か年事業の３年目に

あたる「漁場環境改善推進事業のうち海洋生態系保全国際動向調査事業」を

受託し、以下の活動を実施した。 

・ 海洋保護区検討会を組織し、我が国の海洋保護区の現状について整理す

るとともに、その評価や情報発信のあり方について議論を行った。また、

海洋保護区以外の効果的な地域をベースとする手段（ＯＥＣＭ）の候補

となる海域について、国際社会における議論や我が国の現状について確

認し、今後の議論において基礎となる考え方を整理した。 

・ CITES/CoP18 で附属書Ⅱに掲載されることとなった熱帯ナマコ類３種に

対するＮＤＦ（無害証明）発給について検討するための委員会を組織し、

ＮＤＦ発給に必要な条件を整理した。 

② 東京象牙美術工芸協同組合からの委託事業として、令和２年度は南部アフ

リカにおけるアフリカゾウの生息状況と保護管理を調査し、アフリカゾウに

関する象牙原材料確保調査報告書を取りまとめた。 

③ 宝石珊瑚保護育成協議会からの委託事業では、CITES/CoP19 に向けて、今

後必要な対応について情報収集するとともに、我が国の宝石サンゴ増殖活動

や資源調査への取り組みについて情報発信した。また、宝石サンゴの漁獲証

明やトレーサビリティーの導入について助言した。さらに、これらの取組を

紹介するパンフレットの作成を支援した。 

 

 

 

 



 

 

Ⅳ．国際会議等への参加および海外交流活動 

（１）国際会議等への参加 

  ほとんどの予定された国際会議等が中止あるいは延期されたため、参加し

た会議はウエッブ上で２月に開催されたＦＡＯ水産委員会にとどまった。 

（２）海外ＮＧＯ等との協力 

海外のＮＧＯとの関係強化を図り連携を進めていくために、スイスに本部を

置くＩＷＭＣ、ベルギーのＥＢＣＤ、その他米国等の持続可能な利用を支持す

る海外ＮＧＯ、コンサルタントと協力して、環境問題に関する国際的な動向に

ついて連携して情報収集活動を行った。 

さらに、ラオス及びベトナムとの間で、ビデオ会議を通じて先方政府関係者

とＩＷＣやＣＩＴＥＳにおける協力関係の維持発展について意見交換を行っ

た。 

 



Ⅰ．資産の部

1．流動資産

現金預金 31,586,733 28,882,570 2,704,163

未収金 8,509,105 8,296,296 212,809

　　　　流動資産・合計 40,095,838 37,178,866 2,916,972

2．固定資産

　(1)基本資産 0 0 0

　(2)特定資産 0 0 0

　(3)その他の固定資産

　什器備品 33,230 59,467 ▲ 26,237

　敷　金 1,851,232 1,851,232 0

その他の固定資産・合計 1,884,462 1,910,699 ▲ 26,237

　　　　固定資産・合計 1,884,462 1,910,699 ▲ 26,237

41,980,300 39,089,565 2,890,735

Ⅱ．負債の部

1．流動負債

未払費用 339,360 354,518 ▲ 15,158

未払消費税等 552,800 1,926,200 ▲ 1,373,400

預り金 139,446 214,566 ▲ 75,120

　　　　流動負債・合計 1,031,606 2,495,284 ▲ 1,463,678

2．固定負債

退職金給付引当金 14,351,200 12,351,200 2,000,000

　　　　固定負債・合計 14,351,200 12,351,200 2,000,000

15,382,806 14,846,484 536,322

Ⅲ．正味財産の部

　　正味財産１．指定・正味財産 0 0 0

２．一般・正味財産 26,597,494 24,243,081 2,354,413

　　　　正味財産・合計 26,597,494 24,243,081 2,354,413

41,980,300 39,089,565 2,890,735

増　　減

（うち,基本財産，特定資産への充当額）

（うち,基本財産，特定資産への充当額）

負債 及び 正味財産・合計

貸　借　対　照　表

（令和３年３月３１日　現在）

科　　　　目

資 産・合 計

負 債・合 計

一般社団法人  自然資源保全協会

当 年 度 前 年 度



No-1

Ⅰ．一般正味財産　増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

 ①会費 収入 18,340,000 19,800,000 ▲ 1,460,000
 （一般会費） ( 8,340,000 ) ( 8,700,000 ) ( ▲ 360,000 )

　 法人会費 7,530,000 》 7,930,000 》 ▲ 400,000 》

　 個人会費 810,000 》 770,000 》 40,000 》

 （賛助会費） ( 10,000,000 ) ( 11,100,000 ) ( ▲ 1,100,000 )

　 賛助特別会費 9,500,000 》 10,500,000 》 ▲ 1,000,000 》

　 賛助法人会費 150,000 》 200,000 》 ▲ 50,000 》

　 賛助個人会費 350,000 》 400,000 》 ▲ 50,000 》

 ②事業 収入 23,598,399 34,958,896 ▲ 11,360,497
 　海洋生態系保全動向調査事業 ( 0 ) ( 16,296,296 ) ( ▲ 16,296,296 )

 　海洋生態系保全国際動向調査事業 ( 15,376,999 ) ( 0 ) ( 15,376,999 )

　 象牙原材料確保調査事業 ( 2,721,400 ) ( 2,022,600 ) ( 698,800 )

　 宝石珊瑚ﾜｼﾝﾄﾝ条約対策事業 ( 5,000,000 ) ( 3,000,000 ) ( 2,000,000 )

　 IWMC(国際野生生物管理連盟)情報調査事業 ( 500,000 ) ( 500,000 ) ( 0 )

　 CITES専門家派遣事業 ( 0 ) ( 900,000 ) ( ▲ 900,000 )

　 SU連携推進事業 ( 0 ) ( 12,240,000 ) ( ▲ 12,240,000 )

 ③補助金等 収入 15,832,106 22,814,000 ▲ 6,981,894
　 国際漁業資源持続的連携強化促進事業 ( 15,832,106 ) ( 22,814,000 ) ( ▲ 6,981,894 )

 ④雑収入等 収入 301 320 ▲ 19

　 受取利息 ( 301 ) ( 320 ) ( ▲ 19 )

　　　　経常収益・計 57,770,806 77,573,216 ▲ 19,802,410

(2)経常費用

（事業費 支出） 39,775,221 58,886,802 ▲ 19,111,581
　①役員報酬 ( 4,000,000 ) ( 1,686,456 ) ( 2,313,544 )

　②職員給与 ( 7,404,542 ) ( 7,628,075 ) ( ▲ 223,533 )

　③賃    金 ( 630,000 ) ( 600,000 ) ( 30,000 )

　④旅費交通費 ( 779,409 ) ( 5,952,799 ) ( ▲ 5,173,390 )

　⑤会 議 費 ( 4,812 ) ( 214,951 ) ( ▲ 210,139 )

　⑥印刷製本費 ( 591,484 ) ( 1,887,291 ) ( ▲ 1,295,807 )

　⑦書籍購入費 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　⑧通信運搬費 ( 145,144 ) ( 306,699 ) ( ▲ 161,555 )

　⑨租税公課 ( 1,385,245 ) ( 1,869,827 ) ( ▲ 484,582 )

　⑩調 査 費 ( 24,834,585 ) ( 38,740,704 ) ( ▲ 13,906,119 )

正味財産　増減計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

一般社団法人  自然資源保全協会

科　　　　　　目 当 年 度 前 年 度 増　減

《 《 《

《 《 《

《 《 《

《 《 《

《 《 《



No-2

(管理費 支出) 13,641,172 25,993,336 ▲ 12,352,164
　①役員報酬 ( 3,650,000 ) ( 7,313,544 ) ( ▲ 3,663,544 )

　②職員給与 ( 1,179,458 ) ( 2,359,095 ) ( ▲ 1,179,637 )

　③法定福利費 ( 1,646,724 ) ( 2,620,585 ) ( ▲ 973,861 )

　④福利厚生費 ( 239,808 ) ( 354,274 ) ( ▲ 114,466 )

　⑤広報活動費 ( 11,000 ) ( 21,800 ) ( ▲ 10,800 )

　⑥交 際 費 ( 0 ) ( 10,000 ) ( ▲ 10,000 )

　⑦会 議 費 ( 15,360 ) ( 65,418 ) ( ▲ 50,058 )

　⑧旅費交通費 ( 455,247 ) ( 1,150,964 ) ( ▲ 695,717 )

　⑨通信運搬費 ( 198,289 ) ( 221,681 ) ( ▲ 23,392 )

　⑩消耗品費 ( 83,318 ) ( 343,779 ) ( ▲ 260,461 )

　⑪水道光熱費 ( 159,661 ) ( 190,267 ) ( ▲ 30,606 )

　⑫新聞図書費 ( 141,111 ) ( 195,247 ) ( ▲ 54,136 )

　⑬諸 会 費 ( 626,700 ) ( 676,264 ) ( ▲ 49,564 )

　⑭支払手数料 ( 561,763 ) ( 655,382 ) ( ▲ 93,619 )

　⑮事務所費 ( 3,836,784 ) ( 4,082,016 ) ( ▲ 245,232 )

　⑯租税公課 ( 643,705 ) ( 5,606,268 ) ( ▲ 4,962,563 )

　⑰減価償却費 ( 26,237 ) ( 27,519 ) ( ▲ 1,282 )

　⑱雑　　費 ( 166,007 ) ( 99,233 ) ( 66,774 )

　　　　経常費用・計 53,416,393 84,880,138 ▲ 31,463,745

　　当期経常・増減額 4,354,413 ▲ 7,306,922 11,661,335

2．経常外増減の部

(1)経常外収益 0 0
(2)経常外費用 2,000,000 2,000,000 0
　　退職給付引当金 ( 2,000,000 ) ( 2,000,000 ) ( 0 )

　　当期経常外・増減額 ▲ 2,000,000 ▲ 2,000,000

当期一般正味財産・増減額 2,354,413 ▲ 9,306,922 11,661,335
　　　╓ 一般正味財産・期首残高 24,243,081 33,550,003 ▲ 9,306,922

　　　╙ 一般正味財産・期末残高 26,597,494 24,243,081 2,354,413

Ⅱ．指定正味財産 増減の部

当期指定正味財産・増減額 0 0 0
　　　╓ 指定正味財産・期首残高

　　　╙ 指定正味財産・期末残高

Ⅲ．正味財産・期末残高 26,597,494 24,243,081 2,354,413

科　　　　　　目 当 年 度 前 年 度 増　減

0

0
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